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12030年頃の来たる未来に向け我が国が取り組むべき方向性

未来を活かすためになすべきこと 未来に備えてなすべきこと

• 「2030年頃の来たる未来」に向けて、
デジタルの機能や能力を発揮できるよう、
我が国の事業者視点、利用者視点から、
我が国がどのように変わっていくべきかを提言

• 「2030年頃の来たる未来」の到来に備えて、
安全に情報通信インフラを提供できるよう、
また、様々なサービスを安心して享受できるよう、
我が国の事業者視点、利用者視点から、
我が国が何をしておくべきかを提言

2030年頃の来たる未来に向けて我が国が今後なすべきこと

サイバー空間は人の活動を支える役割

サイバー空間SNS インターネット

フィジカル空間

現状

分析結果

データ取得

データ入力

作業

変化

2030年頃の来たる未来の姿

フィジカル空間

サイバー空間

メタバース
メタバース
メタバース

サイバーフィジカル
システム

メタバース

AIと人間の協働

自動化

「サイバー空間」と「フィジカル空間」が
高度に融合・一体化しつつ、
自己完結性の高い 「サイバー空間」が
一つの「社会」として併存

生
活
空
間 生
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空
間



2１．10年後に向けた我が国の社会経済環境の変化と情報通信技術の進展

社会経済環境の変化

 労働人口の減少、都市一極集中、厳しい財政状況。
 日本企業は自国市場を支配することで世界的なリーダーシップを獲得、
今後、人口減少により、個人消費も税収も減少し、少子高齢化等によ
り国内市場が縮小。

 新型コロナウイルス感染症の影響により、我が国でもデジタル化・オンライ
ン化が前倒し。

（１）少子高齢化等

（２）災害の激甚化・頻発化と社会インフラの老朽化

 大規模な自然災害、多くの人命や家屋への被害のほか、ライフラインなどに
も甚大な被害。

 高度成長期に整備した道路、橋、トンネル、河川、下水道、港湾等の社
会インフラの老朽化が急速に進行。今後、建設後50年以上経過する施
設の割合が加速度的に増加。

 財政的にも人員的にもインフラ維持に人手をかけることが困難な状況。

（ ３）地球環境問題等の国際情勢

 気候変動問題の深刻化、新型コロナウイルス感染症の拡大、ロシアのウク
ライナへの侵攻、重要インフラに対する国境を越えたサイバー攻撃や偽情報
の拡散等、国民生活及び経済活動に対するリスクが増大。

 経済安全保障法の成立（法定事業として、電気通信事業等を規定）
 2020年10月、我が国は、「2050年までにカーボンニュートラル」を目指す

ことを宣言。
 グローバル市場に進出する企業は、地球環境問題に対する取組を加速さ

せなければ、産業存続も困難のおそれ。国の政策、ビジネスに影響。

 我が国は、少子高齢化による労働人口の減少や国内市場も縮小が見込まれるなど、厳しい経済環境。また、災害の激甚・頻発化への対処や、50年以上
経過する公共インフラの老朽化対応など、課題が山積。国際情勢も地球環境問題などが、国の政策、ビジネスにも影響。

 一方、ChatGPTやメタバースの登場により、サイバー空間が大きく変容し、国民生活、経済活動などの社会の在り方を大きく変化。

情報通信技術の進展

（１）ネットワークの進化

（２）ＡＩ技術の進化

（３）ロボット等の進化

（４）XR技術の進化（メタバースの登場）

（５）人、モノ、環境等データの重要性の増加
 AIの進展によりコンピュータがデータの意味や情報を解釈・処理するため、
データの属性や関連情報を記述したメタデータが重要。

 通信の高速化、コンピュータの描画性能の向上、デバイスやソフトの進化等
により、 VR技術が日常生活に普及。

 インターネット上の仮想的空間で現実と同じ体験、実現困難な非現実体験、
あるいはシミュレーションが可能となる「メタバース」が普及。

 産業のデジタル化や最新テクノロジーの普及により、ロボット需要が製造
業全体で急増。

 「デジタルツイン」で行った「シミュレーション結果」をフィジカル空間にロボッ
ト等を使ってフィードバックする「アクチュエータ」が重要。

 2030年代に導入される次世代通信インフラBeyond 5G（6G）におい
て、様々な機能（5Gの高速大容量、低遅延、同時多数接続といった高
度化のほか、低消費電力化、通信カバレッジの拡張性、ネットワークの安
全性、信頼性、自律性といった新たな機能）の実装。

 産業界においても、産学官連携組織やIOWN構想等の取組の進展。

 2022年11月、オープンAIがGPT-3（とその後継のGPT-3.5）をベース
にした、対話型言語モデル「ChatGPT」チャットボットを公開、その後、
Microsoft、Googleも展開、2023年3月、GPT-4も公開。



２．2030年頃の来たる未来の姿

AIエージェント
AIと人間の協働

メタバース
新たな生活・経済活動の場

サイバー・フィジカルシステムの高度な融合

○我が国では、少子高齢化による労働人口の減少等による国内市場の縮小、災害の激甚・頻発化、公共インフラの老朽化などの様々な
課題が山積。国際情勢もめまぐるしく変化しており、国の政策、経済活動や国民生活にも影響。

○一方、AI,ロボット等の情報通信技術の進化と普及により、省力化・自動化・遠隔化、サイバー空間での新たな生活・経済活動が可能
となることにより、様々な制約から解放され、多様な分野で利便性の向上、効率化・高度化等、Society5.0の実現が期待される。

○ベテラン社員から若手社員への遠隔作
業支援
○サイバーからリアル空間の活動参加
○アバター世界旅行
○誰ひとり取り残されない地域サポート
センタ

○メタバース住宅展示場
○不登校支援の教育
〇サイバーオフィススペース

○パートナー型のエージェント
（生活・教育支援）

○コンテンツ自動生成による
業務サポート

○埋設ンフラの遠隔自動メンテナン
スロボット

AI技術 ロボット XR技術データ ネットワーク
（情報通信インフラ）メタバース

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
例

技
術
の
進
化

サイバー空間
物理的制約からの解放

フィジカル空間
省力化・自動化・遠隔化

AIやロボット等を活用し、遠隔か
らフィジカル空間へのフィードバッ
ク（反映）を実現することで、
自動化、遠隔化を実現。

AIを使って、リアル空間に
おける生活、経済活動の
サポートを実現。

○ビルの自律調整メンテナンスロ
ボット

サイバー空間とフィジカル空間
とが高度に連携することで、
サイバーからフィジカル空間へ
影響（存在の遠隔化）

アバターを通じ、サイバー
空間からリアル社会への
参画を実現。

テレイグジスタンス
（存在感の遠隔化）ロボットによる自動化
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4３．2030年頃の来たる未来を見据えた我が国が向き合う主な課題

未
来
に
備
え
て
な
す
べ
き
こ
と

ＡＩの急速な進化への対応
 米国中心に開発・提供されるGenerative AIやFoundation 

Modelの学習データに英米文化への偏り。AI利活用スキル等不足。

イノベーション創出の担い手であるスタートアップの育成
 ユニコーン企業が主要国と比べると少ない。上場して1兆円を超えて
いる「デカコーン」が日本に皆無。

 日本はM&Aが少なく、事業会社による投資も低水準。
 レイター段階で行うグローバル市場への進出に必須な大型投資や海
外VC投資が少額であり、スタートアップのアクセル役が不足。

 ステークホルダーのニーズの変化と後れを取るビジネス変革
 所有から利用への消費者の価値観の変化等への対応の遅れ。
 世界デジタル競争ランキング29位/63か国。DXに欠かせない「デジタル・
技術スキル」、「ビッグデータやデータ分析」が弱い。

 デジタルによるビジネス変革（DX）が不可避。中小企業のDXの遅れ。

グローバル市場におけるルール形成
 日本は技術で勝ってビジネスで負けることが多いとの指摘。
 国内において国際標準化に対する理解が必ずしも浸透していない。
 欧米は、産業と国が一緒になってルール形成をし、マーケットを獲得。

 上位レイヤでプラットフォーマーが市場シェアを拡大する等情報通信産
業の競争環境に変化の兆し。

 米ビッグ・テック企業も、各国におけるプラバシー意識の変化やネット広
告に対する規制環境の変化等により転換期。

情報通信産業の競争環境

切れないネットワークへの期待
 利用分野の拡大、ユーザの体感品質も高度化、安定性、信頼性
の高いディペンダブルな情報通信インフラへの期待の高まり。

 ネットワークの構築の自由度の高まりにより、関係するステークホル
ダーが増加、通信サービスの提供構造の多様化・複雑化。

 プライバシーと自己顕示欲求とのバランス
 メタバースは、フィジカル空間よりログを取りやすく、プライバシー侵害に
結びつきやすい可能性。

 フィジカル空間で実現できていた、プライバシーの欲求と開示したい欲
求を均衡させるといった「個人的調整過程」がサイバー空間では困難。

メタバースとリアルとの混合
 メタバース内で適用されるルールはプラットフォーム毎に異なる。
 さまざまなプラットフォーム等を自由に行き来できない。
 メタバース内でも加害行為やプラバシー侵害が発生する可能性。
 メタバース内でのルールについて、リアル空間の法制度との調整が必要。

サイバー空間の分断・偽誤情報等の増加、深刻化
 国家による介入、ビッグ・テック企業へのデータ集中、フィルターバブル
やエコーチｪンバーなど、ネットの分断が深刻化。

 アテンション・エコノミーや偽・誤情報を使った情報戦など、偽・誤情報
の規模が拡大。リテラシーの低い人が偽・誤情報を拡散しやすい。

アクチュエータの重要性
 フィジカル空間へのフィードバックを含めたサイバー・フィジカルシステムの
高度化に必要な「アクチュエータ」が重要。

未
来
を
活
か
す
た
め
に
な
す
べ
き
こ
と

 情報通信インフラの安全性・信頼性・サイバーセキュリティ
 サイバーセキュリティ上のリスクと調達上のリスクなどを低減・排除し、サイ
バーセキュリティの強化とサプライチェーンの強靭化が重要。

 国際通信を担う海底ケーブルの接続性の確保。
 自社の海外拠点やビジネスパートナーのセキュリティレベルへの配慮。
 経営層の意識不足、セキュリティ投資の不足、セキュリティ人材が不足。
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○日本文化等を反映したAI（日本語によるAI基盤モデル）の構築
○多様なステークホルダー間における検討体制

１．ＡＩの急速な進化への対応
 米国中心に開発・提供されるGenerative AIやFoundation 

Modelの学習データに英米文化への偏り。

アクチュエータの重要性
 フィジカル空間へのフィードバックを含めたサイバー・フィジカルシステムの
高度化に必要な「アクチュエータ」が重要。

○情報通信産業がデジタル化の推進役となって、産業構造の転
換を促進。

○ロボット等を活用したサイバー・フィジカルシステムの高度化によ
る自動化、カーボンニュートラルを実現。

○アイデアを実践する場、規制の検証の場等、イノベーションの加
速と規制の検証を一体的に推進。

○日本仕様にカスタマイズしない等グローバル視点で企画開発、
パートナーシップの形成、海外企業等の連携。

○中堅・中小企業を含むサプライチェーン全体のデジタル化。

 ステークホルダーのニーズの変化と後れを取るビジネス変革
 所有から利用への消費者の価値観の変化等への対応の遅れ。
 世界デジタル競争ランキング29位/63か国。DXに欠かせない「デジタ
ル・技術スキル」、「ビッグデータやデータ分析」が弱い。

 デジタルによるビジネス変革が不可避。中小企業のDXの遅れ。

イノベーション創出の担い手であるスタートアップの育成
 ユニコーン企業が主要国と比べると少ない。上場して1兆円を超えて
いる「デカコーン」が日本に皆無。

 日本はM&Aが少なく、事業会社による投資も低水準。
 レイター段階で行うグローバル市場への進出に必須な大型投資や海
外VC投資が少額であり、スタートアップのアクセル役が不足。

グローバル展開前提のサイバー・フィジカルシステムの実現

我が国における生成系AIの利用環境の整備

スタートアップと大企業等の連携

我が国が向き合う課題【事業者視点】

○政府は、「スタートアップ育成５か年計画」が発表、投資額10
兆円、スタートアップ10万社、ユニコーン100 社創出を目標。

○スタートアップと大企業等が連携した、サイバー・フィジカルシステ
ムの実現に向け、情報通信産業からスタートアップを創出。

我が国がなすべきこと

グローバル市場におけるルール形成
 日本は技術で勝ってビジネスで負けることが多いとの指摘。
 国内において国際標準化に対する理解が必ずしも浸透していない。
 欧米は、産業と国が一緒になってルール形成をし、マーケットを獲得。

能動的な標準化・ルール形成への関与
○能動的に官民が連携して国際的なルール形成の取組が必要。
○グローバルサプライチェーンにおける地域、業種・業態などの壁を
越えたエコシステムの実現のため、システム同士のフォーマット、
プロトコル等の統一、インタフェースの相互運用性の確保が必要。

未
来
を
活
か
す
た
め
の
取
組

４．2030年頃に向けて、我が国が求められる変化、情報通信政策の検討の方向性

２．ビジネス変革の促進・カーボンニュートラルへの対応
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我が国が向き合う課題【事業者視点】 我が国がなすべきこと

未
来
を
活
か
す
た
め
の
取
組

 上位レイヤでプラットフォーマーが市場シェアを拡大する等情報通信産
業の競争環境に変化の兆し。

 米ビッグ・テック企業も、プラバシー意識の変化やネット広告に対する規
制環境の変化等により転換期。

情報通信産業の競争環境

 利用分野の拡大、ユーザの体感品質も高度化、安定性、信頼性
の高いディペンダブルな情報通信インフラへの期待の高まり。

 ネットワークの構築の自由度の高まりにより、関係するステークホル
ダーが増加、通信サービスの提供構造の多様化・複雑化。

切れないネットワークへの期待

３．情報通信インフラ環境の変化への対応

メタバースとリアルとの混合
 メタバース内で適用されるルールはプラットフォーム毎に異なる。
 さまざまなプラットフォーム等を自由に行き来できない。
 メタバース内での加害行為やプラバシー侵害が発生。
 メタバース内でのルールについて、リアル空間の法制度との調整が必要。

○メタバースが表現の自由やプライバシーが保護されたオンライン上
の公共空間「public space」であり、その運営が民主的になされ
ることについて国際社会で共通認識とする必要。

○プラットフォーム事業者の役割を継続的に把握・検証。
○メタバースのワールド間でアバター等のポータリビティの確保等、官
民が連携してメタバース市場のルール形成を推進。

○引き続き、デジタル化の進展に対応した個人情報保護を含む、
データの適切な取扱いについて、ユーザ視点でコントロール可能な
アーキテクチャにしていくべきかを考える必要。

 プライバシーと自己顕示欲求とのバランス
 メタバースは、フィジカル空間よりログを取りやすく、プライバシー侵害に
結びつきやすい可能性。

 フィジカル空間で実現できていた、プライバシーの欲求と開示したい欲
求を均衡させるといった「個人的調整過程」がサイバー空間では困難。

民主的なメタバースの実現
４．新たな社会空間であるサイバー空間の環境整備

○Beyond 5G（6G）の早期実現
→我が国が強みを有する技術分野を中心として、社会実装・海
外展開を目指した研究開発の支援を強化。

○情報通信インフラ等の競争環境と利用者ニーズへの対応
→仮想化技術等の進展を踏まえて事業用電気通信設備規則
で定める技術基準について常にアップデートが必要。
→超高速・超低遅延等のメリットを享受できるよう、ユーザ視点
に立った将来のネットワークの在り方の検討が必要。

→情報通信インフラを下支えする人材確保とリスペクト
○社会基盤である情報通信インフラの確保
→政府が支援と規制の両面で主体的に関与
○2030年以降の新しいネットワークに向けた取組
→Beyond 5G（6G）推進の中で、現状のネットワークが抱え
る課題・限界を解決・克服するような技術を開発し、必要に
応じて新たなアーキテクチャを提唱。

情報通信インフラの高度化と主体的な関与



772030年頃に向けて、我が国が求められる変化、情報通信政策の検討の方向性

我が国が向き合う課題【利用者視点】
未
来
を
活
か
す

た
め
の
取
組

未
来
に
備
え
た
取
組

サイバー空間の分断・偽誤情報の増加・深刻化
 国家による介入、ビッグ・テック企業へのデータ集中、フィルターバブル
やエコーチェンバーなど、ネットの分断が深刻化。

 アテンション・エコノミーや偽・誤情報を使った情報戦など、偽・誤情報
の規模が拡大。リテラシーの低い人が偽・誤情報を拡散しやすい。

○国民のAI利活用スキル・リテラシーの習得

１．ＡＩの急速な進化への対応
 国民がAI利活用するためのスキル・リテラシーが不足。

我が国における生成系AIの利用環境の整備

２．健全なサイバー空間の確保

○インターネットは、引き続き自由で、分断のない、国境を越え
てグローバルに流通可能な環境を目指すべき。

○自由・責任・信頼があるインターネットを築くため、各ステークホ
ルダー間の連携による社会全体での取組、国際連携の強化。

民間取組、国際社会との連携
○民間の自主的な取組（プラットフォーム事業者による違法・有
害情報や広告の削除基準・条件の公表等の適切な対応、透
明性・アカウンタビリティ確保、ファクトチェック等）を基本とし、事
業者からのエビデンスを含んだ説明を踏まえた国としての対策を
検討。

〇全世代に対するリテラシー向上の取組の実施。

我が国がなすべきこと

我が国が向き合う課題【事業者視点】 我が国がなすべきこと

未
来
に
備
え
た
取
組

情報通信インフラの抜本的強化とサイバーセキュリティ対策３．情報通信インフラ環境の変化への対応
 情報通信インフラの安全性・信頼性
 海底ケーブルの接続性の確保が重要。
 サイバーセキュリティ上のリスクと調達上のリスクなどを低減・排除し、
サイバーセキュリティの強化とサプライチェーンの強靭化が重要。

○「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」の推進。
○サプライチェーン強靱化を通じた自律性向上の観点から、サーバ・
ルータ類の調達方法を検討する必要。

 自社の海外拠点やビジネスパートナーのセキュリティレベルへの配慮。
 経営層の意識不足、セキュリティ投資の不足。セキュリティ人材が不足。

 サイバーセキュリティ
○電気通信事業者の積極的な対策、NICTにおける中核拠点確
立等によるサイバーセキュリティの確保。

○「サイバーセキュリティ戦略」に基づく経営層の意識改革や中小企
業のDX with Cybersecurityの着実な推進。
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 ２０２１年９月３０日付で情報通信審議会に諮問（同日の総会で情報通信政策部会に付託）。

 ２０２１年１０月１２日付で情報通信政策部会の下に「総合政策委員会」の設置を決定。

 ２０２２年６月３０日付で一次答申。

 ２０２３年６月末頃、二次答申を希望。

 コロナ禍でのデジタル化の進展等により、国民生活や経済活動における情報通信の果たす
役割やその利用に伴うセキュリティの確保が一層重要なものとなっているところ。

 特に、コンテンツ・サービス・端末・機器のレイヤーにおける海外のプラットフォーム事業者や
ベンダーの存在感が高まり、また、近年の米中の緊張関係等の国際情勢の変化を背景とした
情報通信分野のサプライチェーンリスクといった課題が顕在化している。

 そこで、今後の情報通信分野の市場や技術、利用等の動向を踏まえ、2030年頃を見据えて、
Society5.0の実現及び経済安全保障の確保を図る観点から、今後の情報通信政策の在り方
について諮問を行ったもの。

【答申を希望する事項】

今後の情報通信分野の市場や技術、利用等の動向を踏まえ、2030年頃を見据えた、Society 
5.0の実現や経済安全保障の確保に向けた取組の方向性、そのうち早急に取り組むべき事項
への対応 等

スケジュール

【参考】２０３０年頃を見据えた情報通信政策の在り方（令和3年9月30日付け諮問第26号）

諮問の概要



開催日 主な議事

第11回
(2023/2/1)

(1)事務局からの説明
・「2030年頃を据えた情報通信政策の在り方について」の検討の再開

(2)有識者及び構成員によるご発表
・「研究開発の俯瞰及び重点テーマ検討」（国立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略センター）
・「2030年の日本の産業構造、社会的課題と情報通信ビジネスモデル動向」（桑津構成員）

(3)意見交換

第12回
(2023/2/3)

(1)構成員等によるご発表/意見交換
・「web３時代におけるメタバース等の利活用に関する研究会 中間とりまとめ」（情報通信政策研究所）
・「2030年の未来社会と利用者情報保護」（石井構成員）
・「総務省 総合政策委員会へのご提案」（江崎構成員）

第13回
(2023/2/17)

(1)有識者及び構成員によるご発表/意見交換
・「2030年に向けて～ネットワークとコンピューティングの進展～」（岩浪構成員）
・「VCから見たスタートアップの現状と課題」（株式会社東京大学エッジキャピタルパートナーズ 坂本取締役COO パートナー／マネージングディレクター）
・「新たな情報通信政策の構築に向けて」（一般社団法人新経済連盟）
・「新成長戦略 -2030年に向けた経団連の取組み-」（一般社団法人日本経済団体連合会）

第14回
(2023/2/21)

(1)有識者によるご発表/意見交換
・「2030年に豊かな情報社会を築くために：ネット社会の見通しと求められる施策の検討」（国際大学グローバルコミュニケーションセンター山口准教授）
・「2030年の日本の幸運な姿」（在日米国商工会議所）
・「COCNの取り組み 産業創出の観点から見た情報通信政策への期待」 (一般社団法人産業競争力懇談会)

第15回
(2023/3/17)

(1)有識者及び構成員によるご発表/意見交換
・「2030年を見据えた情報通信政策～豊かな国民生活および持続可能な社会の実現のために～」（一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会）
・ 「情報通信分野おける住友商事グループの取組とグローバル事例」（住友商事株式会社）
・「NTTの取組について」（日本電信電話株式会社）
・「接続性と国際政治」（鈴木構成員）
・「総務省「2030年の来たる未来の姿」に対する見解」（公益社団法人経済同友会）

第16回
(2023/3/28)

(1)事務局説明/意見交換
・「2030年頃を見据えた情報通信政策の在り方」 総合政策委員会報告書骨子

第17回
(2023/4/14)

【参考】総合政策委員会 開催状況 9



氏名 主要現職

主査
委員 森川 博之 東京大学 大学院 工学系研究科 教授

主査代理
専門委員 三友 仁志 早稲田大学 大学院 アジア太平洋研究科 教授

委員 石井 夏生利 中央大学 国際情報学部 教授
〃 浦 誠治 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会 書記次長
〃 江﨑 浩 東京大学 大学院 情報理工学系研究科 教授
〃 大橋 弘 東京大学 大学院 経済学研究科 教授
〃 桑津 浩太郎 株式会社野村総合研究所 研究理事
〃 甲田 恵子 株式会社AsMama 代表取締役社長
〃 増田 悦子 公益社団法人全国消費生活相談員協会 理事長

専門委員 岩浪 剛太 株式会社インフォシティ 代表取締役
〃 大谷 和子 株式会社日本総合研究所 執行役員 法務部長
〃 鈴木 一人 東京大学 公共政策大学院 教授
〃 手塚 悟 慶應義塾大学 環境情報学部 教授
〃 森 亮二 英知法律事務所 弁護士

【参考】総合政策委員会 構成員名簿 10

令和５年２月１日現在 敬称略
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